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企業名 T.M.バイカル STSテクノウッド PTSハードウッド
(販売先志向) 海外市場志向戦略 ､ 海外市場志向戦略 海外市場志向戦略
設立､換業年月 1991年 1996年 2000年
工場所在地 イルクーツク州チエレンホボ郡シビルスク市 沿海地方 沿海地方
ブラストウン ブラストウン
資本金 約10億円 600万ドル 410万ドル
進出時の投資形態､ ソ連の貿易公田｢イルクーツクレスプロム｣ 住友商事(47%) 住友商事(~40%)
出資比率 51%､田島木材30%､三井物産19%で開始, セブン工業(6%) セブン工業(4.4%)
1995年｢イルクーツクレスプロム｣所有分が国家資産管理委員会-移管合弁 テルネイレス社(47%) テルネイレス社(~55.6%)合弁 合弁
従業員数 400人 270人 2畠0人
出荷先(販売先) 日本100% 日本100% 日本100%
生産品目.生産額 建築用材.土木用材.マンション用材 住宅資材用の針葉樹集成材 住宅資材用の広葉樹集成材




























生産設備 日本製 日本製 イタリア製の乾燥室以外は日本製
品質管理(TQC:総合的品質管理) )く ○ ○
QCサークル × ○ _ ○
5S運動 ○ .× × _
Ⅱ.人的資汲管理 I
長期雇用制 ○ ○ ○
年功賃金制 × × ×
企業業績に連動した給与制度 ○ ○_ ○
○FFJT ○ ○ ○
社長 ロシア人 ロシア人 ロシア人
副社長 日本人 ,.B*^ 日本人 .
出所:インタビュー調査により筆者作成
三井物産のT.Mバイカル担当者によれば､合弁企業設
立当初は作業員は働かなかったという｡そこで､会社の中
に店を作り電子レンジなどを展示販売したり､生産性が上
がると給与を上げるシステムを構築した｡その結果､作業
員は貨幣の価値がわかるようになり､働くようになった｡
2Dィギルマ大陸に対してもインタビュー調査を実施したoLかし､その後の日本的経営生産システムに関する追加調査およびアンケート調査につ
いて､幾度も文書と電子メールで依頼をしたが､本稿の締切日までに回答を得ることができなかったoLたがって､本稿では｢イギルマ大陸Jは除
外し分析を行･3た.
21調査は東京で2005年 1月～11月にかけてヒアリング調査を実施したCその後､電子メールによる追加的な質問とアンケート調査を実施した｡ヒ
アリング調査は日本で実施したが､担当者はいずれも現地で数年間にわたり､各合弁企業の経営幹部として生産管理や人的資源管理を含めた経営管
理を担当してきた合弁企業の当事者である｡それゆえ､ロシアにおける合弁企業の経営管理に熟知しており､現地調査を実施するのと同様に合弁企
業の経営管理の実態を把握していた｡二次資料として使用したロシア語､英語文献については､富山(2005)前掲書､第 6章､第7章を参照された
い｡
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また､設立当初はロシア側､日本側という発想が大きく対
立関係も時にはあった｡そうした時は､会話を積み重ね､
問題が生じたら合議制で解決するようにして､信頼関係を
構築し危機を乗り切ってきた｡
住友商事では､ソ連時代には輸出公団と貿易をしていた
が､ソ連側の｢方的なバーター取引が行われ七いたOソ連
邦が崩壊し､バーター取引の意義が薄れ､木材をやめよう
と思っていたので失うものは何もなかった｡そのような中
でfテルネイレス｣と一緒に合弁をやることになった｡｢テ
ルネイレス｣は､もともと伐採した原木のみの売買を行っ
ており､販売を委託されたのが住友商事であった｡販売し
ていく手.段として､高付加価値の木材製品を生産するため
に､設立されたのがSTSとPTSであったO
これら3社は､日本型経営･生産システムをロシア-ど
のように移転したのであろうかOそして､その結果くどの
ような成果があったのであろうか｡
4-1.生産管理
情報の共有と参加型経営スタイル
3社とも､気力や責任感､道徳観に満ち溢れ強いリーダー
シップを発揮した優秀なロシア人社長が存在した｡その社
長が､会社の現状を全ての作業員に知らせ､業績や成果を
現場-フィードバックし､評価や反省の材料とした｡そし
て､作業員には｢報告､連絡､相談｣を徹底させた｡この
ようにして､情報を従業員と共有し､全員参加の経営を達
成できた｡その結果､上下のコミュニケーションがよくな
り､作業員の会社に対する高い帰属意識が生まれた｡それ
によって､高い生産性､低い欠勤率や低い離職率-つながっ
た｡そして､売上高を伸ばすことができた｡
説得的な説明
日本型経営･生産システムを合弁企業-何のために移転
するのかというロシア人の質問に答えた｡｢なぜ｣に的確
に答えることが､日本型経営･生産システムをロシアにお
ける日系企業に移転するうえで重要であったO日本では､
上司と部下は同じ文化を共有しているので上司が部下に対
し命令すれば理由を聞く人はほとんどいないOしかし､ロ
シア人は納得しなければ動かない｡ロシア人が納得できる
よう理論的で説得的な説明をすることが､日本型経営･生
産システムをロシアの日本企業に移転する際に重要であっ
た｡たとえば､T.Mバイカルでは､5Sを実際にやってみせ､
その効果をロシア人作業員が理解すると､一生懸命に5S
に取り組むようになった｡
各社とも､晶質のよい製品を生産すれば､日本の顧客は
満足し購入してくれる｡その結果､会社に外貨が入り､そ
れが作業員の賃金や福利にはねかえる｡地域社会にもプラ
スの効果をもたらすことになることを説明し納得しても
らった｡そしてあらゆる機会を通じて､晶質の重要性や顧
客満足追求の経営の姿勢を伝えた｡その結果､作業員らが
よく働くようになった｡
QCサークル
STS､PTSでは､日本の生産管理技術の移転および高度
化プロセスでQCサークルという小集団活動が大きな役割
を果たした｡QCサークルはロシア人社長のトップダウン
の指令で導入した｡QCサークルでは､日常の管理項目や
異常について検討しあい､改善点が出されている｡班のリー
ダー全員で問題点を発見し､その解決法を考え､試行し､
チェックしている｡そして､うまくいけば管理方法を決定
し､定着を図っているO最初は全員参加の方式はとらずに､
班長だけをメンバーにして実施し､後に一般作業員にまで
輪を広げていった｡この導入により､品質が改善されたの
みならず､作業員の参画意識を高揚させ､一体感が醸成さ
れた｡さ.らに､作業員の能力を引き出し､相互の自己啓発
を通じてやる気を培い､参加意識と一体感を高めることが
できた｡これによって作業員らは命令されなくても､改善
の余地がないか､どこをどのように変えれば不良率が下が
るかを日常的に考えるようになり一層勤勉になっていっ
た｡
設備管理と生産保全
TPM(TotalProduc也veMaintenance:全社的生産管理)
の導入を3社ともトップダウンで行った｡その結果､次の
効果が見られた｡①設備の不具合数や､故障件数が減った｡
②品質保全活動の展開により､品質事故が大幅に低減し､
製品の品質が格段に向上した｡③自主保全活動の推進によ
り､オペレーターの設備に対する関心が高まり､知識･技
能が向上し､設備に強いメンテナンス要員が育成された｡
④故障が発生してから対処する事後保全から疑わしきは事
前に対処する計画保全-と保全担当者の業務の質が変化し
た｡⑤TPMを全員で推進することにより晶質第一に徹す
るという会社の経営の基本方針が再確認された｡⑥良い設
備は､良い製品を生むことを作業員に理解してもらえた｡
⑦品質保全体制が充実し､生産性が向上した｡
TPMは､3社にとって現場の作業者に製品や作業方法､
生産設備などについて､改善の余地がないか､どこをどの
ように変えれば不良率が下がるかを日常的に考えさせる､
優れた仕組みであった｡そして､一人ひとりの仕事が会社
全体の業績に影響を与えることがわかっ七くると､作業者
のあいだに良好なチームワークが醸成され､作業者一人ひ
とりが持ち場の仕事を確実に遂行するようになった｡こう
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して作業員は一層勤勉になっていったO
4-2.人的資源管理
OJTとOFFJT
工場の立ち上げ時に､各社とも､日本-経営幹部や作業
長クテスを派遣し､OFFJTによる教育を行ったOまた､
日本から指導員を現地に派遣して､OJTで指導することも
併用した.現地工場におけるOJTであれ､日本の親工場で
のOFFJTであれ､教育訓練には並々ならぬ力を注いだ｡
T.M.バイカルでは工場長､上級経営者には市場の状況が
動くことを 1ケ月単位に日本で教育した｡日本国内での研
修-､ロシア人の社長､､取締役など上級経営者や工場長､
技術者を派遣し､一般の作業員も毎年8名ずつ日本で研修
を行った｡そして､自社の競争相手は世界の同業者である
ことや生産管理実施の必要性について徹底した教育を行っ
た｡
さらに､｢顧客満足｣｢顧客第-主義｣という経営理念を
3社とも､繰り返し説いて教育した｡日本的経営の根底に
は､一般従業員の長期にわたる生活水準の維持と向上とい
う経済合理性があることを作業員に説明し理解してもらっ
た｡そのことで､作業員は日本型システムが有用な命題で
あることを理解し､品質管理を担うことに満足しながらそ
の推進者として大きな力を発揮した｡
企業内熟練の形成
3社とも､メンテナンス要員の育成方法は内部養成とい
う日本的な方式を採用した｡男子工を中心に､中核的な熟
練者を現場の作業員から育成するという日本と同様のやり
方を採用した22｡
企業業績に連動した給与制度の導入
3社とも､賃金体系を現場作業員の労働意欲を高め人材
形成の一環として位置付けた｡たとえば､T.Mバイカル
の賃金体系は､職務給+職能給+奨励金から成るO.就業年
数によって決定される基本給はないので､年功の要素はな
い｡奨励金は､能率と品質を保証する刺激給となっており､
その金額の大きさは工場全体の実績によって決定されてい
る｡こうした企業の業績と給料の連動制が､､作業員の企業
-の忠誠心を高め､企業と作業員の⊥体感を増した｡そし
て､作業員らも欠陥品を作らない､高品質の製品を生産す
るなど高い目標をかかげるようになっていった｡高い品質
の製品を生産すれば売上が増加し給料が増えることで､作
業員らの欲求を満たすことができた｡その結果∴あらゆる
作業グループでチームワークによる課題解決がみられるよ
うになり､組織の業績は高くなり､作業員のモラルが向上
した｡
現地化と責任･権限の委譲
3社とも各グループの責任の所在を明確にし､責任･権
限とも委譲できるところは委譲し現地化を進めた｡作業員
は現地のロシア人であるので､社長はロシア人の方が従業
員を動機づける点で優れている｡また､ロシアで事業を行
うからにはロシアのことがわからなければならず､ロシア
語ができなければならないO日本人派遣社員の現地工場の
経営や換業に対する役割は大きいが､数は相対的に少なく､
その比率は小さかった｡T.Mバイカルの場合､日本人3名､
ロシア人397人である｡STSの場合､日本人 1人､ロシア
人269人､PTSの場合､日本人 1人､ロシア人229人｡各社
とも､社長はロシア人で､副社長が日本人である｡経営管
理､財務など重要なポストは少ない日本人によって担当さ
れ統制されていた｡生産管理と人的資源管理というロシア
人作業員の管理はロシア人経営者に分担してもらい､上手
く分業して移転を行った｡日本型経営･生産システムの移
転に成功することができたOその結果､作業員らは勤勉に
なり高い品質の製品を生産するようになった｡
多能工の形成
T.Mバイカルでは､契約の段階から､職務区分を明確
にせず多能工化を進めた｡ロシアでは雇用の際に労働の内
容を限定列記する必要がある｡日本で行うような｢その他
一切の業務｣という表現は有効ではない｡労働の内容ごと
に定員を定める必要があり､定員は休暇取得を前提として
計算されるCこのため､社員数が増加してしまうoすなわ
ち､ロシアでは年間に約30日間､土日以外に休暇を取得す
ることができる｡このため､13人に1人は常に休んでいる
ことになり､_労働の内容ごとに人員を固定する単能工シス
テムを採用していると不効率になる｡また､TPMの導入
によって誰もが機械のトラブルに対処し､旧来の労働の内
容を超えた仕事をする必要があった｡このため､多能工の
導入を行ったものである｡そして､多能工-｢その他一切
の業務｣とならないよう､社内ルールを明確化し､業務の
内容を新たに定め､給与体系にも変化を持たせた｡その結
果､生産効率が上がった｡
日本型経営･生産システムの移転順序
日本型経営･生産システムの移転は一度に行ったわけで
はない｡最初に､長期的雇用関係の形成によって帰属意識
2都燕書(1997)｢第7章中国華南地域の日系電機工場｣板垣博編著前掲書､282頁参照｡
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を醸成した｡次にOJTによって現地人材の育成と生産管理
の手法を移転した｡最後に､全社的品質管理を可能にする
小集団活動や改善提案制､TQC､TPMなどを移転して､
徹底した品質とコスト管理を追求した｡こうして､段階的
にロシア-移転を行った｡第1段階では､長期的雇用関係
の形成により現地従業員の組織-の帰属意識が高まり､組
織-の定着を促進することができた｡第2の組織が着実に
成長の途を歩み始める段階では､OJTにより企業内教育に
関するノウハウを移転し､現地従業員や管理者を育成する
ことができたO最後に､小集団活動や改善提案制度など､
より高度の品質管理技法を導入した｡その結果､作業員ら､
下から提案が出るようになったoこうして積極的な問題解
決型組織を構築することができた23｡
5.分析と考察
以上が3社の日本型経営･生産システムのロシア-の移
転方法とその過程である｡いずれの事例も､日本型経営･
生産シ子テムをそのままロシア-移転したとはいえないO
ロシアに適合するように修正して移転したといえる｡ロシ
アに適合するように修正して移転した点は以下の点であ
る｡
第 1に､｢品質管理｣と｢メンテナンス｣を重要視する
点では各社とも日本的であり､製品の出荷晶質は日本並み
の水準で高いO高品質の製品を生産することができたのは
作業員-の報奨金によるところが大きい｡しかし､作業員
自身が品質にきめ細かな配慮を払いながら作業を行う品質
管理の方法､つまり､日本型の工程内における｢晶質の作
り込み｣を重視しつ?､日本並みの晶質を実現しているレ
ベルまで到達しているとはいえない｡責任の所在を明確に
し､品質奨励金の導入や不良品に対する罰金などの負の報
酬によるコントロールを実施することによって､ようやく
不良品をなくし､高品質の製品を生産することが可能に
なった｡不良品や欠陥品でクレームがくると､給料を減額
する一方､会社全体の売上が上がれば奨励金を出す仕組み
を構築したことにより､強制的に品質意識を植え付けた側
面が強い｡その意味では､作業員自身が報奨金にかかわら
ず､自発的に品質にきめ細かな配慮を払いながら作業を行
うというレベルまでには到達していない｡
換言すると､日本型経営･生産システムの導入期におい
ては､責任の所在を明確にするために､罰金や解雇という
負の報酬によるコントロールが効力を発揮し､不良率を減
少させることができたO後に会社の利益に応じた報奨金 団
体給)の併用を行うようになった｡こうして､会社の利益
が個人の利益のベネフィットの極大化-つながる仕組みを
構築したのである｡そこから得られる従業員の満足によっ
て生産性や競争性に直結する仕組みが構築できたC
第2に∴日本ではOJTを通じてある程度幅広い職務をこ
なす多能工養成を志向してきた｡多能工は生産現場におけ
る知識と技能の幅を広げていくことができる｡そして､融
通の利く人材を育成することで内部労働力を有効に活用で
きる｡一方､ロシアでは狭い専門的職種や単純作業に固定
されて採用されてきた｡それゆえ､細かい職務区分に基づ
く単能工システムを基本とする従来のロシアの生産方式に
慣れた作業者を再教育する必要があった｡T.M.バイカルは
これまでのロシア式の単能工システムを採用の段階から多
能工育成システムに変更した｡そのやり方はロシアの労働
慣行に反しないよう､多能工-｢その他一切の業務｣とな
らないよう､社内ルールを明確化し､業務の内容を新たに
定め､給与体系にも変化を持たせて導入したものである｡
その結果､生産効率を上げることができた｡STSとPTSは
多能工化を導入してはいないが､高い業績をあげている｡
多能工化を導入しないからといって高い業績を上げられな
いわけではない｡だが､多能工化を導入することで生産保
全や品質管理の点でトラブル-の対処で大きな役割を果た
すことができたことは注目すべきである｡
第3に､日本型経営･生産システムの優位性は､全員参
加型の品質管理や設備保全方式などの｢現場主義｣にある｡
すなわち､経営者･技術者･現場の従業員が一体となって
生産現場の問題に取り組む参加型経営スタイルである｡
しかし､ロシアでは､トップダウン型の経営管理システ
ムであるので､最初にトップダウンで､TPM､TQC､QC
サークル､5S運動などを導入し､ルールによって統制し
ていったotその後､企業業績に連動した給与制度の導入や
TPM､TQCの実施により､作業員らが価値や目標を共有
するようになり､自発的に問題を発見し解決するように
なっていた｡それによって､広範な従業員参加制度を確立
することができたOこれは､従業員の管理｢コントロー′レ
モデル｣から､企業-対する従業員のコミットメント参加
｢コミットメント･モデル｣-の移行といえるOすなわち､
ロシア人を｢アメとムチ｣による管理から､人的資源とし
て活用しようという方向-変化させたのである｡これに
よってロシアにおいて一般的なトップダウン型の経営管理
23竹内規彦(2000)｢日本企業における人的資源管理システムの国際移転戦略に関する実証的研究:中国及び台湾進出日系企業の事例R経営行動科学』
14(1)､2000参照｡
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システムから､トップダウンを前提にしたうネで､作業員
らによる下からの力によって､積極的な問題解決型組織を
構築することができたといえる｡
ロシアにおいてはトップダウンの経営管理システムが基
本となっている｡それを基盤としたうえで､3社とも､人
的資源管理を､組織の問題解決能力を拡大し持続的な競争
優位を確立するための手段となる戦略的資源として活用し
たのである｡
第4に､日本型経営システムでは長期雇用制を前提とし
た､年功賃金制､年功昇進制が一般的である24｡しかし､
3社は､長期雇用制という雇用の安定は前提としたものの､
年功賃金制､年功昇進制は導入していない｡就業年数によっ
て決定される基本給はないので､年功の要素がない｡賃金
は職能と職務の専門性に応じて変動する体系になってお
り､それが現場作業員の労働意欲を高め人材形成の一環と
なっている｡奨励金の金額の大きさは工場全体の実績に
よって決定されている｡こうした企業の業績と給料の連動
制が､作業員の企業-の忠誠心を高め､企業と従業員の一
体感を増したO
むすび
本稿では､3社の目口合弁企業の事例をもとにロシアに
おける現地生産について､生産管理と人的資源管理の視点
から分析を行った｡
1.3社とも､長期雇用の安定性を重視し､生産管理･品
質管理を主とする組織･管理関係の日本型システムの
r経営管理技術を積極的に移転したOその結果､5S運動､
TQC､TPM､品質志向､チームワーク畢視､現場主義､
顧客満足の追求､小さな改善の積み重ね､業績と給料
の連動制､OJTなどによって､生産現場のモラルを高
め､上からのロシア人社長の強いリーダーシップと′J､
集団活動などによる下からの力によって高い生産性､
高い品質を達成できた｡
2.導入方法は､トップ･ダウンで会社全体としてそれに
取り組むような体制をつくっていったほうが早く活動
が浸透し､効果的であった｡
3.日本型経営･生産システムの根底には､一般従業員の
長期にわたる生活水準の維持と向上という経済合理性
があることをロシアの現地作業員に説明し理解しても
らう必要がある｡
4.ロシアにおいて人的資源管理をうまく行うためには､
現地人材の登用を進める必要がある｡そして､現地人
に人的資源管理の権限を委譲する現地化を進め､組痕
内に作業員らによる積極的な問題解決型組織を構築す
る必要がある｡
5.それには日本型の経営･生産システムを理解し､その
移転 定着を主体的に行う現地人マネジャー､技術者､ノ
作業員を増大させる必要がある25｡その実現のために
は西側の経営を理解するロシア人経営者のほかに､教
育や給与によるインセンティブが必要である｡
6.さらに､トップダウンの経営管理体質の下で作業員が
ボトムアップで提言できるようなシステムや雰囲気作
りが大切である｡
7.今後､輸出市場志向の日系企業が発展していくために
は､日本企業の一番の強みである生産管理･人的資源
管理手法の積極的な移転が必要であろう｡その際には､
日本型システム導入の意義を従業員に納得させ､成果
に対するインセンティブ･システムの構築が重要であ
る｡､団体給(生産奨励給)は､企業全体や班としての
生産性を評価するもので､インセンティブとしてロシ
アにおいても有効である｡
研究の限界と今後の課題
本稿で調査した3社の事例研究は､広大なロシアにおけ
るシベリア･極東という特別な地域の､特別の環境の中で
の日本型経営･生産システムの移転であり､特殊な事例に
すぎない｡ロシアのほかの地域に対して､ほかの製造業に
対して､どれほどの適用性をもっているか､今後十分な調
査と検討が必要である｡
また､本稿は､日本人経営者からみた評価に依拠した研
究であるD今後､ロシア人の経営者や作業者が日本型経営･
生産システムを実際にどのように評価しているのかを検証
する必要がある｡さらに他国企業の現地生産との経営の違
い､日系企業のほかの産業における合弁企業や完全所有子
会社における経営の違いについて研究を進める必要もあ
る｡これらについては今後の課題としたい｡
24市村真一編著(1988)『アギアに根づく日本的経営』東経選書､板垣(1994)前掲書｡
25 岡本康雄(1999)前掲論文69頁参照｡
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TheTransferofJapanese-StyleManagementandProduction
SystemsinRusso-JapaneseJointVentures:
FocuslngOnanAnalysI'SFIlDmthePerspectiveoftheManagementof
ProductI'onandHumanResources(Summary)
EikoTomiyama,Ph.D.inEconomics
VisitingLecturer,NigataUniverslty
In1987,TairikuTradingestablishedthe丘rstSovieL
JapaneseJointVenture,Igirma-Tairiku.Thismarked
thebeginnlngOfaprocessthatresultedinanumberof
Japanesecompaniesundertakinglocalproductioninthe
SovietUnionandRussia.However,therearestilfew
companiesinvolvedinlocalproductionthere.Ratherthan
engaglnglnproductionwithinRussia,Japanesecompanies
tendtoestablishsalesandmarketingb-asesorengagein
importsalesvialocaldistributors.Amidstthissituation,
theRussoJapaneseJOlntVentureinthetimberprocesslng
industryestablishedbyMitsui&Co.,T.M.Baikal,is
involvedintheprocesslngOfredpinelogsinRussia.Since
reportlngItsincdmefortheperiod,thestablequalityand
supplysystemhavebeenhighlyacclaimedontheJapanese
market.Furtherniore,theseproductsareselingforahigher
prlCethansimilaronesproducedinJapan.Moreover,
SumitomoCorporation'sRussoJapaneseJOlntVentureSTS
Technowoodmanufactureslaminatedwoodfromconifers,
whileFrSHardwoodmanufactureslaminatedwoodfrom
broadleaftrees･Bothcompanieshaveobtainedcerti丘cation
underJapan'SJASstandardssystemandhavebecome
establishedon山e/Japanesemarketasaqualitybrand･
･DuringtheSovietera,false,egalitarianismproliferated
inRussiaandworkerslackedmotivationandinitiative.
Therewasabreakdownin-disciplineatwork,withworkers
drinkingevenduringtheqaytlme,andproductlVltyWas
low･TheRussianemployeesofthesethreecompaniescould
nothavebeendescribedasindustriouswhentheseJOlnt
venturesbeganoperatlng.However,theintroductionofa
Japanese-styleproductionmanagementandhumanresource
managementsystemledworkerstobecomemorediligent
andenabledthemtoachievehighproductivity.Atitudesto
corppratemanagementmethods,productionmanagement,
humanresourcemanagementandworkdifferslgni丘cantly
dependingOnthecountry.Accordingly,transplantingOne
country'smanagementmethodstoanothercountryand
carrylngOutmanagementOnthebasisoftheseentails
considerabledif丘culties.
Thispaperanalyzeshowthesethreecompanieswere
abletos.ucceedintheirlocalproductionendeavors,from
theperspectiveofproductionmanagementandhuman
resourcemanagement.In2007,Toyotawilbegincar
productioninSt･Petersburgandthereareplansformany
automotivecomponentmanufacturerstofolowclose
behindandbeginproductioninRussia.Inthissenseaswel,
fromtheviewpointofwhatkindofproductionmanagement
andhumanresourcemanagementhadtobeundertakenby
theJapanesecompaniesthathavebeeninvolvedinlocal
productioninRussiatodate,inordertobesuccessful,itis
necessarytoexaminelocalproductionactivities.
Morespecifcaly,thispaperinvestlgateSthefolowlng
questionsandlooksattheirimplications.Howhavethe
Japanese-styleproductionmanagementandhumanresource
managementtechniquesthathavedevelopedonJapanese
soilbeen-transferredandbecomeentrenchedinRussia,
wherethesocioeconomicenvironmentdifers?Whatwas
taughtandwhatalreadyexistedthatmadetransferpossible?
Wasthesystemadjustedbeforebeingtransferedorwasit
transfe汀edHasisM?Ⅰfadjustmentsweremade,whatkind
ofadjustmentsweretheyandwhyweretheymade?When
wasthesystemtransferred:immediatelyafterexpanding
intoRussiaorsometimeafterlVards?
Conclusion
Thispaperconductsananalysisoflocalproductionin
RussiabythreeexamplesofRussoJapaneseJOlntVentures,
fromtheperspectiveofproductionmanagementandhuman
resourcemanagement.Theimplicationsareasfolows:
1. Allthreecompaniesactivelytransferredthe
managehlenttechniquesinvolvedinJapanese-Style
organizationalandmanagementsystems,which
emphasizethestabilityoflong-termemployment
andfocusonproductionmanagementandquality
management.Theyused5Sactivities,T(〕CandTPM,
aswelasensurlngthattheemployeesweredetail-
andquality-oriented,emphasizingteamwork,adoptlng
abotom-upapproachtomanagement,pursuing
customersatisfactionandimplementlngSmalkaizen
activtieP･Inaddition,theylinkedperformancewith
payandimplememtedOJT.Thisraisedmoraleon
'theshopfloorand,asaresultofstrongleadership
providedfromthetopbytheRussianpresidentsof
thecompaniesandthedynamismprovidedfromthe
botombysmal-groupactivities,althreecompanies
wereabletoachievehighproductivltyandhigh
quality.
2. Withregardtotheintrわductionmethodsused,the
useofatop-downapproachandasysteminwhich
theentirecompanylmplementedthechangesensured
morerapidpemeationoftheactivitiesthroughoutthe
companyandgreatereffectiveness.
3. ThecompaniesexplainedtotheirRussianemployees
thatJapanese-Stylemanagementisrootedineconomic
rationality,inthefom ofmaintalnlngandimprovlng
.thelivingstandardsofordinaryemployeesinthelong
tenl.
4. Inordersuccessfulytoconducthumanresource
managementinRussia,itisnecessarytomake
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progressinrecrultlngandpromotlnglocalpersonnel･
Inaddition,increaslnglocalautonomy,throughthe
delegationofauthorityinhumanresourcemanagement
tolocalpersonnel,andtheconstructionofaproactive
problem-solvingmechanismbyemployeeswithinthe
organizationarerequired.
5. 1nordertodothis,itisnecessarytounderstand
Japanese-Stylemanagementandincreasethenumber
oflocalmanagers,technicalstafandotheremployees
whowillactivelylmplementthetransferand
establishmentofthesesystemsl･Toachievethis,as
welascultivatlngRussianm弧agerSWhounderstand
Westem-stylemanagement,incentivesinthefom of
payandtrainlngarerequired･
6. Furthemore,underatop-downmanagementculture,
thecreationofasystemoratmosphereinwhich
employeescanmakeproposalsfromthebotomuplS
important･
7. 1nthefuture,inorderforJapanese-affiliated
companiesorientedtowardsexportmarketsto
develop,itwilbenecessaryproactivelytotransfer
theproductionmanagementandhumanresource
managementtechniquesthatarethegreateststrength
ofJapanesecompanies.Indoingso,itwilbevitalto
convinceemployeesofthesignifcanceofintroducing
Japanese-Stylesystemsandtoconstructasystembf
performance-basedincentives.Grouppay(production
promotionpay)rewardstheproductivityofawork
grouporthecompanyasawhole,anditcouldbe
efectiveasanincentiveinRussiaaswel.
IYasuoOkamoto,ManagementSystemsinJapaneseCompaniesinEastAsia,SekaiKeizaiHyouron(WorldEconomic
Review)February1999,p.69.
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